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別添１－２

養老町　　　　　　　　　　事業経営戦略

団 体 名 ： 養老町

事 業 名 ： 養老町上水道事業

料金体系の
概要・考え方

　水道料金体系は【図表1】の通りです。
　本町の料金体系は、口径ごとに定めた基本料金に使用水量に応じた従量料金を加算した金額を設定していま
す。
基本料金には基本水量制（⼀定水量の範囲内は定額とする料金体系）を採用し、基本水量にかかる料金の低廉
化により、安価な生活用水の供給を図るとともに、基本料金を超過してからは従量料金とすることで使用者間の
負担の公平に配慮しています。
　水道料金の設定にあたっては、「公正妥当なものでなければならず、かつ、能率的な経営の下における適正な
原価を基礎とし、地方公営企業の健全な運営を確保することができるものでなければならない」（地方公営企業
法第21条第2項）とされています。本町は、この、料金のあり方についての基本原則に従い、持続可能な水道経
営をめざして適正な水道料金水準を定める方針としています。

水 源 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

施 設 数
浄水場設置数 4

管 路 延 長 319.523

千ｍ配水池設置数 11

法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

法適（全部）
現 在 給 水 人 口 25,252

有 収 水 量 密 度 0.43

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～ 年度

事業の現況

供 用 開 始 年 月 日 昭 和 53 年 5 月 1 日 計 画 給 水 人 口 29,000

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

平 成 18 年 4 月 1 日

施 設 能 力 12,080 ㎥／日 施 設 利 用 率 78.36※

※令和3年度実績：1日平均給水量9,466㎥/日÷施設能力12,080㎥/日=78.36%

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他

水 道

簡易水道

２.メーター使用料（1か月につき）
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職員数・職種・業務内容 職員の年齢構成

（２）

（３） 経営比較分析表等を活用した現状分析

　水道事業は産業建設部水道課が所管しており、水道課には、上水道事業を担当する水道係、公共下水道事業を担当する公共下水道係、農
業集落排水・地域下水道事業を担当する農業集落排水・地域下水道係が同一課内に配置されています。【図表２】
　また、水道事業にかかわる職員は6名（令和4年10月1日現在）で、職種及び年齢構成等は【図表３】【図表４】の通りです。

これまでの主な経営健全化の取組

　本町の経営状況について、過去5年間(平成28年度～令和2年度)の各分析及び類似団体との比較分析は【別紙１】経営比較分析表のとおりで
す。

　本町では、これまで、平成17年10月に「養⽼町地域水道ビジョン」（平成20年度に改訂。）を策定し、長期的な施策目標の推進に取り組んでき
ました。さらに、平成25年度には、水道をとりまく厳しい環境の中でいかに安全で良質な水道水を効率的に安定供給し続けるかという観点で、平
成25年度〜令和4年度までを計画期間とする「養⽼町水道ビジョン」の策定を行い、現在は、当該ビジョンにおいて計画した施策の実現に取り組
んでいます。
　現在実施中または計画中の、経営健全化のための主な取り組みは以下の通りです。
ⅰ）経営について
◆簡易水道事業の統合
　現在、滝見町、泉町、三神町などを給水区域とする西部簡易水道は養⽼町簡易水道事業特別会計として運営されていますが、令和6年度に

上水道事業に統合し、令和7年度に廃止する予定です。これにより、水道事業の⼀元管理による施設の効率的な運用、財政基盤・技術基盤の
強化、維持管理体制の強化、危機管理体制の充実が見込めます。
◆水道料金の適正化
　水道料金は平成18年度から改定がされておりません。人口減少や老朽化に伴う施設更新費用の増大など水道事業をとりまく環境は大きな変
化点を迎えています。今後、適正な料金水準について見直しを検討していきます。
◆民間活用
　水質検査業務、電気機械保守業務、量水器取付業務、漏水調査業務、検針業務などを民間に委託することで、業務の効率化を図っていま
す。
ⅱ）施設について
◆施設の統廃合
　簡易水道の上水道への統合に加え、上水道事業の広域化が全国的に進められています。岐阜県が令和４年度に策定予定の水道広域化推
進プランにより大垣圏域での広域化の実施範囲について検討を進めていきます。
◆有収率の向上
　定期的な漏水調査の実施、漏水箇所の修繕により有収率の向上に取組んでいます。
◆アセットマネジメントの実施による投資の平準化
　平成25年度にアセットマネジメントを実施しました。今後、中長期的な視点に立った施設設備や管路の具体的な更新計画として、水道施設総
合整備計画を策定・実施する予定です。

水道料金に関する事務
予算の執行、決算事務

・・・ 施設の整備、管理に関する事務
入札、契約事務
窓口業務　　　他

・・・ 公共下水道事業に関する事務

・・・ 農業集落排水、地域下水道事業、
浄化槽に関する事務

地域下水道係

下水道係

中部浄化センター

産業建設部 水道課

水道係

職名 職務の級 人数
課長 ６級 1 水道事業事務の掌理、水道事業職員の指揮監督等

水道施設等の拡張・改良、維持管理、水道技術管理者等、
水道事業（簡易水道）の予算執行、経理、決算事務等

係長 ４級 1 水道事業（簡易水道）の予算執行、経理、決算事務等

主査 ３級 1 水道施設等の拡張・改良、水道施設の維持管理等

主任 ２級 1 水道料金、開閉栓に関する事務、窓口業務

合計 6

2

業務内容

課長補佐 ５級



２．将来の事業環境

（１）

（２） 水需要の予測

給水人口の予測

　国勢調査、養老町の実情や特性を踏まえ、令和3年3月に「養老町人口ビジョン」の改訂が行われ、令和12年(2030年)における人口を23,000
人、令和22年(2040年)における人口を19,500人としています。
　給水人口の推計は、給水区域内人口を対象とし、過去10ヶ年の人口実績に基づいた時系列傾向分析(推計７式)による手法により、給水区域
内人口の推計を行い計画普及率を乗じて求めます。人口動態は各ポンプ場系統の施設能力の検証にもつながるため、各ポンプ場系統の配水
区域のなかの自治会別の給水区域内人口実績により推計しました。推計結果は総務省の「経営戦略策定・改定ガイドライン」に準じ、50年の期
間としました。
　全国的に少子高齢化による人口減少が社会問題となっており、本町においても例外ではなく、将来人口の見通しは厳しく減少傾向にありま
す。本町の水道普及率は100％に近く、これ以上の普及率の上昇は見込めないため、行政区域内人口の減少がそのまま給水人口の減少につ
ながるものと考えられます。

　有収水量は原単位となる生活用１人１日平均使用水量と、使用水量の大きい業務営業用等について時系列傾向分析（推計７式）により求め
ます。また、１日最大給水量の推計は、推計した有収水量をもとに、有収率・有効等を考慮して１日平均給水量を求め、さらに負荷率を考慮して
求めます。
　近年では、節水意識の高まりや節水機器の普及、給水人口の減少に伴い使用水量自体が減少傾向にあるため、有収水量は減少の⼀途をた
どっております。また、令和６年から令和７年にかけて、西部簡易水道は上水道に移行し、給水人口は一時的に増加しますが減少傾向となりま
す。また、西部簡易水道区域は令和6年度までに整備した新配水管に切替ることで漏水量が減少し１日平均給水量、１日最大給水量は低下す
るものと予想されます。
　将来においても、有収水量は減少傾向が続くことものと予想されます。

養老町の給水人口と水需要の推計



（３）

（４）

３．経営の基本方針

「安全」 〇水源水質の保全

「強靭」 〇水道施設・管路の耐震化

〇水道施設・管路の更新

「持続」 〇経営基盤の強化

〇資源・エネルギーの有効利用

〇お客様サービスの向上

料金収入の見通し

　料金収入については、有収水量に供給単価を乗じて算定しています。供給単価は、現時点では料金改定を見込んでいないため、平成28年度
の実績値を据え置いています。
　令和６年度から令和７年度にかけて、西部簡易水道分が上水道に統合することにより、料金収入が⼀時的に増加していますが、有収水量の
減少が続くことが予測されているため、料金収入も減少していく見通しです。

組織の見通し

　上水道事業は、水質検査業務、電気機械保守業務、量水器取付業務、漏水調査業務、検針業務などを民間に委託することにより、これまで5
名前後の少数精鋭で運営を行ってきました。現在の必要最少限の職員数で事業運営を行っているため、これ以上の削減は困難であるとの認
識です。
　水道事業の業務は、施設設備等の計画・建設の段階から、水質の保全、設備管理、法制度の順守などの日常の維持管理、さらには経営、会
計管理と多方面にわたる知識や技術が必要となります。しかしながら、少数精鋭であるがゆえに、職員の退職や人事異動などの影響によりこ
れらの知識や技術が確実に持続継承されない懸念があります。今後は将来にわたって水道事業を継続していくために、知識や技術の継承の
側面にも着目して組織力の強化を図っていきます。

　今後、より一層厳しい経営環境が続くことが予想される中、将来にわたり重要なライフラインとしての水道を持続し、お客さまから信頼される水
道を目指します。そして、これまで培ってきた水道技術を維持・発展させて将来につなげていくために、「養老町まちづくりビジョン」の基本理念で
ある「人と地域を結ぶまちづくり」を踏まえ、「安全」「強靭」「持続」の観点を維持し、安定した事業経営の持続を行います。

給水収益の推計



４．投資・財政計画（収支計画）

（１） 投資・財政計画（収支計画）　：　 【別紙２】のとおり

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

目 標

　施設設備の劣化状況や重要性などを考慮し、中長期的な視点に立った更新計画を策定し、限られた財源を有
効活用します。
　令和6年度までは、西部簡易水道統合事業を実施します。西部簡易水道統合事業実施後は各ポンプ場構造物
の耐震化及び老朽管の更新、効率的な施設運用を図るための施設の統廃合、機械・電気設備の更新について
重要度別に優先順位を付け、計画的に取組みます。

収支計画のうち、投資（建設改良費）については、【図表4-1】のとおりです。
令和6年度までは西部簡易水道統合事業を実施し、西部簡易水道区域への管路の埋設を行います。
また、令和7年度以降は、施設・管路の耐震化・更新、施設の統廃合（第４、第２ポンプ場の統合）、機械・電気設備の更新を実施します。

ⅰ）料金収入
　料金収入については、２．将来の事業環境（３）料金収入の見通しで述べたとおり、給水人口の減少や節水意識の高まり、節水機器の普及等
により、徐々に減少していく見込みです。計画期間においては、令和7年度に西部簡易水道事業が上水道事業に統合されるものの、令和14年
度までに10ヶ年で約1,500万円（年間約0.4％）減少する試算となります。

ⅱ）企業債
　企業債については、将来世代への負担を軽減する観点から、新たな企業債は対象額の50％の充当率として抑制します。
　既往債については、借入期間を最長３０年間としており、令和３１年度までに償還し終わる見込みです。

ⅲ）⼀般会計繰入金

　水道事業は公営企業として独立採算により事業経営を行うこととされています。従って、⼀般会計からの繰入金は、総務省が定める操出基準
の範囲内で適正な金額を確保します。

ⅳ）国庫等補助金
　国庫等補助金については、各省庁が定める基準に応じた適正な金額を確保する方針です。計画期間内は重要給水施設配水管整備、水道管
耐震化等推進事業（老朽管更新事業）の実施を図ります。

②　収支計画のうち財源についての説明

目 標

・計画期間内は現行の水道料金で運営します。
・計画期間にわたり、当年度純利益を確保します。
・料金回収率100％以上を維持します。
・事業運営に必要な資金を維持するために、流動比率100％以上の維持を目標とします。
・企業債の発行を抑制し、将来にわたる経営基盤の強化を図ります。

図表4-1
建設改良費の内訳 (単位：千円)

区分 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14
施設・管路の更新・耐震化 53,588 88,323 142,061 137,787 159,140 106,062 0 86,556 162,856 0
施設の統合整備・耐震化 0 0 20,000 15,000 20,000 136,000 420,000 170,000 152,000 205,400
機械・電気設備等の更新 57,702 383,333 126,896 121,975 86,387 36,243 122,229 13,901 15,316 51,358

合　　計 111,290 471,656 288,957 274,762 265,527 278,305 542,229 270,457 330,172 256,758



③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

②　財源についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

そ の 他 の 取 組

　施設・機械電気設備については、保守・点検を定期的に実施し、適切な維持管理に努めます。
　管路については定期的な漏水調査を継続し、有収率向上のための効果的な修繕、布設替を実施しま
す。
　災害の備えとして、ポンプ場の非常用燃料タンクの増設、非常用給水袋を適切な数量保管等を進め
ます。

料 金

　投資・財政計画では、計画期間において料金改定は見込んでいませんが、施設・管路整備や統合整
備を計画していますので10年間で徐々に資金が減少りしていく見通しです。今後、適切なタイミングで
料金改定を実施しなければ、いずれは施設・管路・機械電気設備の更新費用や維持管理費用が賄え
ない状況に陥る懸念があります。
　料金体系については、定期的に見直しを実施し、適正な料金水準を設定することにより、水道事業の
健全な運営を確保していきます。

民間の資金・ノウハウ等の活用
（ PPP/PFI 等 の 導 入 等 ）

　現時点でPFI・DBOなどの民間活用手法の導入予定はありません。今後、事例研究などを行い、どの
ような手法により経営を行うのが最も適切であるか、水供給の安全性・安定性、危機管理体制の維持
等も考慮しながら、調査検討していきます。なお、民間活用としては、現在、水質検査業務、電気機械
保守業務、量水器取付業務、漏水調査業務、検針業務などを外部委託し、業務の効率化を図っていま
す。

ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト の 充 実
（ 施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等
に よ る 投 資 の 平 準 化 ）

　今後更新を行う管路については、老朽化の度合いや耐震性能を考慮した上で、基幹管路などの重要
管路を優先的に行うます。また、アセットマネジメントの結果を踏まえて、施設・管路・機械電気設備の
更新を平準化し、限られた財源が効率的・効果的に使用されるように検討を重ねていく方針です。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ） 　アセットマネジメントの結果を踏まえて、今後、水道施設の総合整備計画を策定します。この計画にお

いては、中長期的な観点から、将来の給水人口の推移や水需要の予測にもとづいた適正な施設・設
備の規模を検証し、必要に応じてダウンサイジングやスペックダウンを図り整備内容を検討していきま
す。

広 域 化
　現在、岐阜県水道事業広域連携研究会の枠組みの中で広域連携の検討を行っています。また、広
域化を行った自治体の先進事例等を参考に、広域化による効果の検証などを行い、方向性を検討して
いきます。

　投資以外の経費は、配水ポンプなどの電気使用料である動力費、塩素消毒など浄水工程で使用する薬品費、施設機器の部品交換や維持管
理に係る修繕費、水道施設を運営する町職員の人件費、既存資産の減価償却費、企業債の支払利息が該当します。

そ の 他 の 取 組
　健全な上水道事業の運営のため、経常経費の削減に努めていきます。
　交付金等の補助メニューの活用を推進した事業整備計画を検討します。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

　事後検証・更新については、PDCAサイクルの考え方を活用し、毎年度の進捗管理及び3年〜５年毎
の検証・見直しに分けて以下のように実施します。

〇毎年度の進捗管理
・投資・財政計画における実績値の把握と計画との乖離を確認
・著しい乖離がある場合には、その原因と対策を検討
・経営指標を分析し、経営健全化に向けた状況把握と今後の取組の方向性を確認
〇3年〜５年毎の検証・見直し
・投資・財政計画の実績推移の把握
・計画値との乖離が大きい場合には、将来見通しの再評価
・投資計画における内容の精査
・新たな投資が必要な場合にはその財源についても再検証
・経営指標の算定による経営状況の再評価及び必要に応じて新たな目標の設定

企 業 債
　更新投資等については、極力、料金収入、内部留保金などの自己財源で行うこととし、不足分を企業
債で見込みます。また、新たな企業債は対象額の50％の充当率として抑制を図ります。

繰 入 金
　総務省が定める操出基準内にとどめ、公営企業に求められている独立採算制の基本原則に従った
経営を続けていきます。

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

　西部簡易水道の第1ポンプ場を廃止するため、跡地の有効活用について検討していきます。

支払利息

・実績値より年間配水量に比例して算定します。
・更新計画の算定値とします。
・令和4年度予算分を見込みます。

・償還予定に基づき利息の予定額を推計します。

減価償却費
・既存資産及び今後取得予定の資産について、耐用年数などに基づ
き減価償却予定額を算出します。

項　目 算　定　条　件

動力費・薬品費
修繕費
人件費





様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

【別紙２】

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 予 算 ）

１． (A) 393,338 384,465 382,628 365,041 359,525 380,423 376,004 372,355 367,165 362,899 358,959 356,082 350,583
(1) 383,826 375,626 382,405 364,818 359,302 380,200 375,781 372,132 366,942 362,676 358,736 355,859 350,360
(2) (B) 9,306 8,710 223 223 223 223 223 223 223 223 223 223 223
(3) 206 129 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 37,266 38,494 36,981 36,474 36,474 36,474 36,474 36,474 36,474 36,474 36,474 36,474 36,474
(1) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 35,046 36,043 34,986 34,986 34,986 34,986 34,986 34,986 34,986 34,986 34,986 34,986 34,986
(3) 2,220 2,451 1,995 1,488 1,488 1,488 1,488 1,488 1,488 1,488 1,488 1,488 1,488

(C) 430,604 422,959 419,609 401,515 395,999 416,897 412,478 408,829 403,639 399,373 395,433 392,556 387,057
１． 338,455 324,359 337,414 322,444 334,008 355,361 361,963 352,726 353,770 334,702 352,617 340,610 359,327
(1) 29,337 28,769 33,777 33,777 33,777 33,777 33,777 33,777 33,777 33,777 33,777 33,777 33,777

12,822 12,711 14,892 14,892 14,892 14,892 14,892 14,892 14,892 14,892 14,892 14,892 14,892
2,286 2,363 2,234 2,234 2,234 2,234 2,234 2,234 2,234 2,234 2,234 2,234 2,234

14,229 13,695 16,651 16,651 16,651 16,651 16,651 16,651 16,651 16,651 16,651 16,651 16,651
(2) 99,683 105,927 114,651 104,406 97,898 88,678 94,985 86,476 93,724 88,498 98,999 84,584 91,574

25,906 26,784 29,034 25,472 24,911 25,926 25,436 25,018 24,493 24,048 23,621 23,274 22,766
17,220 16,906 18,569 20,273 14,352 4,070 10,890 2,818 10,615 5,855 16,802 2,750 10,271

183 267 298 298 298 298 298 298 298 298 298 298 298
56,374 61,970 66,750 58,363 58,337 58,384 58,361 58,342 58,318 58,297 58,278 58,262 58,239

(3) 209,435 189,663 188,986 184,261 202,333 232,906 233,201 232,473 226,269 212,427 219,841 222,249 233,976
２． 27,352 26,205 30,733 23,751 23,020 24,061 24,158 24,158 24,084 24,043 25,260 25,012 24,986
(1) 27,352 26,205 25,216 23,751 23,020 24,061 24,158 24,158 24,084 24,043 25,260 25,012 24,986
(2) 0 0 5,517 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 365,807 350,564 368,147 346,195 357,028 379,422 386,121 376,884 377,854 358,745 377,877 365,622 384,313
(E) 64,797 72,395 51,462 55,320 38,971 37,475 26,357 31,945 25,785 40,628 17,556 26,934 2,744
(F) 51,540 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(G) 0 4 100 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(H) 51,540 △ 4 △ 100 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

116,337 72,391 51,362 55,320 38,971 37,475 26,357 31,945 25,785 40,628 17,556 26,934 2,744
(I) 712,265 444,642 444,642 496,004 551,325 590,295 627,771 654,128 686,074 711,859 752,487 770,044 796,978
(J) 726,069 812,094 554,497 556,786 500,932 560,387 614,766 677,267 719,627 627,573 645,924 639,556 650,918

57,077 48,314 44,169 47,426 46,709 49,426 48,852 48,377 47,702 47,148 46,636 46,262 45,547
(K) 252,684 447,120 328,713 328,712 330,001 335,169 336,516 337,889 339,289 342,679 352,489 359,178 365,700

60,720 73,050 74,314 74,313 75,602 80,770 82,117 83,490 84,890 88,280 98,090 104,779 111,301
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

32,726 150,800 44,881 44,881 44,881 44,881 44,881 44,881 44,881 44,881 44,881 44,881 44,881
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 384,032 375,755 382,405 364,818 359,302 380,200 375,781 372,132 366,942 362,676 358,736 355,859 350,360

(N)

(O)

(P)

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

経 常 損 益 (C)-(D)
特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

支 出 計

令和１３年度令和５年度

営 業 収 益

令和６年度 令和１４年度令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１１年度令和１０年度 令和１２年度

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

流 動 負 債



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

【別紙２】

（単位：千円）
年　　　　　度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 予 算 ）

１． 0 0 0 55,500 235,600 144,300 137,200 132,600 139,000 270,900 135,000 164,900 128,200

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 6,000 7,250 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

６． 9,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

７． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

８． 5,490 5,020 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000

９． 4,397 502 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500

(A) 24,887 12,772 14,500 70,000 250,100 158,800 151,700 147,100 153,500 285,400 149,500 179,400 142,700

(B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(C) 24,887 12,772 14,500 70,000 250,100 158,800 151,700 147,100 153,500 285,400 149,500 179,400 142,700

１． 258,101 305,223 295,549 111,290 471,656 288,957 274,762 265,527 278,305 542,229 270,457 330,172 256,758

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 59,570 60,720 73,051 74,313 75,602 80,770 82,117 83,490 84,890 88,280 98,090 104,779 111,301

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 0 818 5,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 317,671 366,761 373,600 185,603 547,258 369,727 356,879 349,017 363,195 630,509 368,547 434,951 368,059

(E) 292,784 353,989 359,100 115,603 297,158 210,927 205,179 201,917 209,695 345,109 219,047 255,551 225,359

１． 210,651 266,037 259,617 115,603 297,158 210,927 205,179 201,917 209,695 345,109 219,047 255,551 225,359

２． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 82,133 87,952 99,483 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(F) 292,784 353,989 359,100 115,603 297,158 210,927 205,179 201,917 209,695 345,109 219,047 255,551 225,359

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(H) 1,687,017 1,626,297 1,553,246 1,478,933 1,458,831 1,613,661 1,675,844 1,729,554 1,777,264 1,827,983 2,000,793 2,031,014 2,084,614

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 予 算 ）

1,396 1,423 1,458 1,458 1,458 1,458 1,458 1,458 1,458 1,458 1,458 1,458 1,458

1,396 1,423 1,458 1,458 1,458 1,458 1,458 1,458 1,458 1,458 1,458 1,458 1,458

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

6,000 7,250 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

6,000 7,250 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

7,396 8,673 6,458 6,458 6,458 6,458 6,458 6,458 6,458 6,458 6,458 6,458 6,458

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

そ の 他

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 分 担 金

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

令和１０年度 令和１１年度 令和１３年度 令和１４年度令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

令和１３年度

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

令和１４年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度令和５年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和１２年度

令和１２年度

資 本 的 収 支 分

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

そ の 他

計

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額


